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株主の皆様へ

　第９９期（２０１１年３月期）中間期の事業の概況ならびに決算の

内容についてご報告申しあげます。

■当中間期の概況と当社グループの主な取組み

　当中間期における世界の経済情勢は、日本や米国では住宅着

工数が低迷するなど景気の回復に停滞感が見られたものの、西

欧ではドイツを筆頭にユーロ圏で堅調な回復を示しました。アジ

アでは力強い成長が続く中国経済に牽引され域内の景気は順調

に推移しました。また中南米で設備投資や個人消費が活発な動

きを見せるなど、新興国の景気は総じて拡大基調を示しました。

　また世界の電動工具需要は、日本や米国では厳しい状況が続

きましたが、西欧では順調に回復しており、多くの新興国では経

済成長とともに力強い伸びを示しました。

　このような情勢の中で当社グループは、開発面では、小型・軽

量化、低騒音・低振動を追求した電動工具、充電式工具、園芸用

機器などの製品群を継続的に拡充しました。

　生産面においては、前年、在庫調整のために抑制した中国工場

の生産を急ピッチで回復させるなど、需要の変化に迅速かつ柔

軟に対応しました。

　営業面では、当社の強みであるお客様に密着した販売・アフター

サービス体制の維持・向上に努めました。

■海外需要の回復により中間期としては２期ぶりの増収増益

　当中間期の当社グループの連結業績は、主要通貨に対し円高

による目減りがあったものの、電動工具の需要が海外市場で堅
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取締役社長

調に推移したことなどにより、売上高は前年同期比１２.７％増の

１３３,８０７百万円となりました。

　利益面においては、売上の増加に加え、増産に伴い売上原価率

が改善し、営業利益は前年同期比４６.９％増の２１,８４３百万円（営

業利益率１６.３％）となりました。また税金等調整前四半期純利益

は前年同期比２５.９％増の２１,７５１百万円（税金等調整前四半期純

利益率１６.３％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同４２.４％

増の１５,１２２百万円（当社株主に帰属する四半期純利益率１１.３％）

となりました。

　地域別の売上高については、次のとおりです。

　国内は、市場環境は依然厳しい状況が続くものの、リチウムイ

オンバッテリ製品やエア釘打などの新製品が好調だったことによ

り、売上高は前年同期比６.５％増の２２,１８２百万円となりました。

　欧州は、ドイツをはじめ西欧については需要が概ね堅調に推移

するとともに、東欧やロシアの市場も回復したことから、前年同

期比１０.４％増の５７,０２８百万円となりました。

　北米は、米国で住宅着工数の低迷が続くなど、本格的な景気回

復には至らなかったことなどから、前年同期比３.８％増の１８,４７２

百万円に留まりました。

　アジアは、東南アジア諸国の需要が回復し、前年同期比３２.１％

増の１１,３８８百万円となりました。

　その他地域では、資源価格の上昇による景気回復効果があっ

たことなどから、中南米は前年同期比３０.１％増の９,６２２百万円、

オセアニアは同２０.７％増の７,８８８百万円、中近東・アフリカは同

２３.４％増の７,２２７百万円と、いずれも高い伸びを示しました。

■今後の見通しと対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、欧州では緩やかに需要が回復し

ているものの、日本や米国の建築市場は依然厳しい状況が見込

まれます。一方、アジアなど新興国の電動工具市場は低価格製品

に対する需要が続くことにより拡大が予想されます。また中国元

の動向や歴史的な安値水準となった米ドルなど、為替相場の先

行きは予断を許さず、当社グループを取巻く経営環境は、依然厳

しい状況が続くものと思われます。

　こうした状況をふまえて当社グループは作業環境・地球環境に

優しい電動工具や園芸用機器等に関する研究開発力・製品開発力、

小型エンジンの技術開発力の強化、需要環境の変化に対応した

グローバル生産体制の体質強化、さらには国内および海外各地

域における業界No.１の販売・アフターサービス体制を維持・強化

することにより、高いブランド力を構築し｢Strong Company｣

の実現、すなわち世界各地域におけるプロ用電動工具をはじめ、

エア工具、園芸用機器など工具の国際的総合サプライヤーとし

てトップシェアの維持・獲得を目指してまいります。

■中間配当金は１株につき１５円

　当社は、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向３０％以上

とすることを利益配分の基本方針としております。当期の中間配

当金につきましては、本年４月に発表のとおり、１株につき１５円と

させていただきました。

　期末配当金につきましては当期の業績が確定する来年４月下

旬開催の取締役会において、上記の配当方針に従って配当額を

決定し、株主総会において皆様にご審議いただく予定でござい

ます。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援ご協力を

賜りますようお願い申しあげます。

　　２０１０年１１月

ストロング カ ン パ ニ ー
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（注）1．上記およびこの報告書で記載している金額は原則として百万円未満を四捨五入して表示しております。  
2．当社は、前々期までの連結財務諸表について、前期および当期の連結財務諸表の表示方法に合わせて組替えおよび修正表示をしております。  
｢当社株主に帰属する当期純利益｣は、2008年9月期までの｢当期純利益｣と同じ内容です。 

（単位：百万円）

増減率（％）

■ 主な経営指標　（米国会計基準）

連結業績の推移

２００９年９月中間期２００８年９月中間期 ２０１０年９月中間期 ２０１０年３月期

１２.７

４６.９

－

２５.９

４２.４

－

１.７

３.９

－

２７.６

１０.７

６.８

１２.２

－

４２.４

－

△

△

１７５,５５８

３６,０４７

２０.５％

３４,７１０

２４,８５１

１４.２％

３１６,５１９

３８２,０００

８２.９％

９,８２７

４,４２６

３,４９３

１０,７９９

１４１,５２１,１６２

１７５.６

３０.０

１１８,６８１

１４,８６６

１２.５％

１７,２７１

１０,６２２

９.０％

２８５,８３０

３３５,３６１

８５.２％

６,７０２

４,０７１

３,３２４

１０,１３１

１３７,７６２,８１４

７７.１

１５.０

１３３,８０７

２１,８４３

１６.３％

２１,７５１

１５,１２２

１１.３％

２９０,７１９

３４８,４１１

８３.４％

４,８５５

３,６３６

３,５４９

１１,３６８

１３７,７５９,９９３

１０９.８

１５.０

２４５,８２３

３０,３９０

１２.４%

３３,５１８

２２,２５８

９.１%

２９７,２０７

３４９,８３９

８５.０%

１０,８３７

８,３０８

６,７８２

１０,３２８

１３７,７６２,０５１

１６１.６

５２.０

売上高

営業利益

売上高営業利益率

税金等調整前当期純利益

当社株主に帰属する当期純利益

売上高当期純利益率

当社株主の資本合計

総資産

株主資本比率

設備投資額

減価償却費

研究開発費

従業員数（人）

期中平均株式数（株）

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益（円）

1株当たり配当金（円）

３



営業利益率・当社株主に帰属する当期純利益率

1株当たり当社株主に帰属する当期純利益

地域別生産台数

日本 欧州 北米 アジア その他

地域別売上高

１株当たり株主資本

2007年
3月期

2008年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

１,５００

１,０００

５００

０

（億円）

1株当たり配当金

中間配当 期末配当

（円）

９０

８０

７０

６０

５０

４０

３０

２０

１０

０

７４

９７

８０

３０

５２

１５ １５

３０
１９

５０

３７

６７

５５

08/9
（上期）

09/3
（下期）

09/9
（上期）

10/3
（下期）

10/9
（上期）

１,７５６

１,１８５ １,１８７

２５.０

２０.０

1５.０

１０.０

５.０

０

（％）

08/9
（上期）

09/3
（下期）

09/9
（上期）

10/3
（下期）

10/9
（上期）

売上高当期純利益率売上高営業利益率

２０.５

７.１

１２.５

９.０ ９.２

１６.３

１１.３

１４.２ １１.８

２,０００

1,５００

１,０００

５００

０

（円）

２,２４９

２,０５８ ２,０７５
２,１５７ ２,１１０

2008年
9月期

2009年
3月期

2009年
9月期

2010年
3月期

2010年
9月期

中間期 通期

３００

２５０

２００

１５０

１００

５０

０

（円）

2008年
3月期

2007年
3月期

2009年
3月期

2010年
3月期

2011年
3月期

１０７.１

２５７.３

１６４.２

３２０.３

１７５.６

７７.１

１０９.８

２３６.９

１６１.６

日本 北米欧州 中国 中南米

１,３３８

２２２

５７０

１８５

１１４

２４７

１,２７１

１２.２

１７０

１２２

５６

６７７

２９

４

１,０００

８００

６００

４００

２００

０

（万台）

08/9
（上期）

09/3
（下期）

09/9
（上期）

10/3
（下期）

10/9
（上期）

１,１６０

８３８

５９３

１,０５４

８０２



■ 連結貸借対照表　（米国会計基準） （単位：百万円）

連結決算の概要

２０１０年３月期 ２０１０年３月期２０１０年９月期 ２０１０年９月期増　減 増　減

資産の部

流動資産

現金及び現金同等物 

定期預金 

短期投資 

受取手形 

売掛金 

貸倒引当金

棚卸資産 

繰延税金資産

その他の流動資産

流動資産合計

有形固定資産 

土地

建物及び構築物

機械装置及び備品

建設仮勘定

減価償却累計額

有形固定資産合計

投資その他の資産

投資

繰延税金資産

その他の資産

投資その他の資産合計

資産合計  

負債の部

流動負債 

短期借入金

支払手形及び買掛金 

未払給与及び賞与

その他の未払費用等 

未払法人税等

繰延税金負債

流動負債合計

固定負債 

長期債務 

退職給付引当金

繰延税金負債

その他の固定負債

固定負債合計

負債合計

資本の部

当社株主の資本 

資本金 

資本剰余金

利益剰余金

その他の包括利益（△損失）累計額

自己株式、取得原価

　当社株主の資本合計 

非支配持分

資本合計

負債及び資本合計

５７,６６６

１０,９９６

３３,９５０

２,０４０

４４,０４１

８４５

９１,７３５

６,２２１

９,３３９

２５５,１４３

１８,６１８

６９,７０９

７２,９６５

３,３４９

９３,５５１

７１,０９０

１４,４４９

１,８１５

５,９１４

２２,１７８

３４８,４１１

４,６２４

２,６１３

３１１

１７４

３６１

１６５

２,９２４

２１３

１７

１,３４６

４３２

９５９

１,６８７

１,０９２

１２４

２,１１０

７１７

２０４

１５１

６６４

１,４２８

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

２８９

２１,７２２

６,８７７

１７,０６８

２,５８１

７８

４８,６１５

５３３

３,００６

６８２

２,５５０

６,７７１

５５,３８６

２３,８０５

４５,４２０

２８６,４８４

５８,５４３

６,４４７

２９０,７１９

２,３０６

２９３,０２５

３４８,４１１

△

△

６２,２９０

８,３８３

３３,６３９

２,２１４

４３,６８０

１,０１０

８８,８１１

６,４３４

９,３５６

２５３,７９７

１９，０５０

７０，６６８

７４，６５２

２，２５７

９３，４２７

７３,２００

１５，１６６

１，６１１

６，０６５

２２,８４２

３４９,８３９

△

△

△

△

３８５

１８,３５９

６,８３５

１５,１２０

１,７２２

４０

４２,４６１

５４４

３,７７８

６７７

２,７０６

７,７０５

５０,１６６

２３,８０５

４５,４２０

２７６,４５９

４２,０３２

６,４４５

２９７,２０７

２,４６６

２９９,６７３

３４９,８３９

△

△

９６

３,３６３

４２

１,９４８

８５９

３８

６,１５４

１１

７７２

５

１５６

９３４

５,２２０

 ー

 ー

１０,０２５

１６,５１１

２

６,４８８

１６０

６,６４８

１,４２８

△

△

△

△

△

 

△

△

△

△

△

△

・増産に伴い「棚卸資産」が増加した一方で、配当金の支払等により「現金及
び現金同等物」が減少しました。

資産合計 ３４８,４１１百万円（前期末比０.４%減）
・増産に伴い部品や原材料の購入が増えたため「買掛金」などが増加しました。

負債合計 ５５,３８６百万円（前期末比１０.４%増）

・前期末に比べ円高となったことから、海外子会社の資産が目減りし「その他
の包括損失累計額」が増加しました。

資本合計 ２９３,０２５百万円（前期末比２.２%減）

前期末からの主な変動要因

５



１１８,６８１

７２,４５４

４６,２２７

３１,３６１

１４,８６６

２,４０５

３５６

４８

１,９４６

１５１

１７,２７１

６,５０８

４,９６４

１,５４４

１０,７６３

１４１

１０,６２２

△

△

１３３,８０７

８１,２７０

５２,５３７

３０,６９４

２１,８４３

９２

６３３

１８

８１１

１０４

２１,７５１

６,４３３

５,４５２

９８１

１５,３１８

１９６

１５,１２２

△

△

△

△

１５,１２６

８,８１６

６,３１０

６６７

６,９７７

２,４９７

２７７

３０

２,７５７

４７

４,４８０

７５

４８８

５６３

４,５５５

５５

４,５００

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

１２.７

１２.２

１３.７

２.１

４６.９

ー

７７.８

６２.５

ー

３１.１

２５.９

１.２

９.８

３６.５

４２.３

３９.０

４２.４

■ 連結損益計算書　（米国会計基準）
（単位：百万円）

増減額 増減率（%）２０１０年９月期２００９年９月期

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費 

営業利益

営業外損益

　受取利息及び配当金

　支払利息

　為替差損益（純額）

　有価証券実現損益（純額）

税金等調整前四半期純利益

法人税等

　当期税額

　期間配分調整額

四半期純利益

非支配持分に帰属する利益

当社株主に帰属する四半期純利益

７７.１円

９５.５円
１３３.２円

１０９.８円

８８.９円
１１３.８円

３２.７円

６.６円高
１９.４円高

1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

期中平均為替相場
 円/ドル
 円/ユーロ

国内
１６.６％
２２２億円

海外
８３.４％
１,１１６億円

為替の影響（全通貨の加重平均で７.９
%円高）により９６億円の目減りしたも
のの、海外における需要が堅調に推移
したことから、売上高は前年同期に比
べ１２.７%増加し、中間期としては２期ぶ
りの増収となる１,３３８億円となりました。

売上の増加と工場稼働率の上昇により
売上原価率が改善したことなどから、中
間期としては２期ぶりの増益となる２１８
億円となりました。営業利益率は１６.３
%（前年同期１２.５%）となりました。

１，３３８億円

営業利益

中間期としては２期ぶりの増益となる
１５１億円となりました。当社株主に帰属
する四半期純利益率は１１.３%（前年同
期９.０%）となりました。

当社株主に帰属する四半期純利益

売 上 高

６



■ 連結キャッシュ・フロー計算書　（米国会計基準）

連結決算の概要

２００９年９月期 ２０１０年９月期

（単位：百万円）
営業活動によるキャッシュ・フロー

１４３億円

△４６億円
当中間期におけるキャッシュは為替換算
による減少３４億円を含め、４６億円の減少
となりました。

キャッシュ増減額

財務活動によるキャッシュ・フロー

△５３億円
配当金の支払いなどにより５３億円の資
金支出となりました。

四半期純利益が前年同期より４６億円増
加した一方、需要回復に対応する増産の
ための部品・原材料購入による支出が増
加したことなどから、前年同期より１４０億
円減少し、１４３億円の資金収入となりま
した。

投資活動によるキャッシュ・フロー

△１０２億円
ドイツ、スイスの販売子会社の新社屋を
建設したほか、新製品用金型をはじめと
する生産設備等への資本的支出額が４９
億円あったほか、定期預金やＭＭＦなど
流動性の高い金融商品の購入により、１０２
億円の資金支出となりました。

以上の結果、当期のフリー・キャッシュ・フ
ローは、４１億円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フロー 

四半期純利益

営業活動による純増への調整

減価償却費

法人税等期間配分調整額

売却可能有価証券実現益、純額

固定資産売除却損、純額

流動資産・負債の変動

受取手形及び売掛金

棚卸資産

支払債務及び未払費用

未払法人税等

退職給付債務

その他、純額

営業活動による純増

投資活動によるキャッシュ・フロー

資本的支出

売却可能有価証券の購入

満期保有目的有価証券の購入 

売却可能有価証券の売却

売却可能有価証券の償還

満期保有目的有価証券の償還 

固定資産の売却

定期預金の増加、純額

その他、純額

投資活動による純減

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減、純額

自己株式の取得及び売却、純額

配当金

その他、純額

財務活動による純減

換算レートの変動に伴う影響額

現金及び現金同等物の増加（△減少）

現金及び現金同等物期首残高

現金及び現金同等物四半期末残高

１０,７６３

１７,５５１

４,０７１

１,５４４

１５１

９２

２００

１４,８４１

２,８８６

８９７

６３９

１８

２８,３１４

６,７０２

４,３４１

ー

１,１１９

ー

２００

２７３

１,５０６

１９

１０,９７６

２０４

５

６,８８８

２６５

６,９５４

２,６５１

７,７３３

３４,２１５

４１,９４８

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

１５,３１８

１,０３３

３,６３６

９８１

１０４

４９

３,１８７

１０,３９３

５,８９０

１,２２１

５２１

１,３９５

１４,２８５

４,８５５

２,４００

１,６４０

４０５

５００

７００

１５０

３,０２６

２０

１０,１８６

５１

２

５,０９７

１８８

５,３３８

３,３８５

４,６２４

６２,２９０

５７,６６６

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

７



売　上　高 増　減

３０,３４０

２２,５８３

５２,９２３

３,６４５

８,４９０

１２,１３５

日　本
日　本

欧　州

北　米

アジア

その他地域

合　計

セグメント間消去

連結合計

外 部 顧 客

セグメント間

計

５６,８３０

１,３８５

５８,２１５

４,８５３

１９６

５,０４９

欧　州

外 部 顧 客

セグメント間

計

１８,５４２

１,３８８

１９,９３０

８６１

５０４

１,３６５

北　米

外 部 顧 客

セグメント間

計

５,９７８

４６,３７７

５２,３５５

１,６３７

２１,０６９

２２,７０６

アジア

外 部 顧 客

セグメント間

計

２２,１１７

４８

２２,１６５

４,１３０

４

４,１３４

その他
地　域

外 部 顧 客

セグメント間

計

７１,７８１

１３３，８０７

３０,２６３

１５，１２６

１３３,８０７

７１,７８１

２０５,５８８

１５,１２６

３０,２６３

４５,３８９

合　計

外 部 顧 客

セグメント間

計

セグメント間消去

連結合計

■ 所在地別セグメント情報　（米国会計基準）

営 業 利 益 増　減

（単位：百万円）

日　本

欧　州

北　米

アジア

その他地域

合　計

セグメント間消去

連結合計

総　資　産 増　減

３,５５４

７,４９９

１,０２２

６,７５８

３,１９９

２２,０３２

１８９

２１,８４３

２３０,２２７

１０７,５００

３０,８００

６２,６５７

３９,６７９

４７０,８６３

１２２,４５２

３４８,４１１

５,３３３

１,５５７

８３７

２,７０１

１,９２０

１２,３４８

５,３７１

６,９７７

１,５６８

９２７

１,３５３

１４,６５７

３,４０１

１８,７７０

５,７２０

１３,０５０

２００９年９月期 ２０１０年９月期 ２００９年９月期 ２０１０年９月期

２０１０年９月期

２６,６９５

１４，０９３

４０，７８８

５１，９７７

１，１８９

５３，１６６

１７，６８１

８８４

１８，５６５

４，３４１

２５，３０８

２９，６４９

１７，９８７

４４

１８，０３１

４１，５１８

１１８，６８１

１１８，６８１

４１，５１８

１６０，１９９

１，７７９

５，９４２

１８５

４，０５７

１，２７９

９，６８４

５，１８２

１４，８６６

２３１，７９５

１０６，５７３

２９，４４７

４８，０００

３６，２７８

４５２，０９３

１１６，７３２

３３５，３６１

２００９年９月期

所在地別セグメントとは当社グループ４９社を所在地ごとに

グルーピングした区分です。当中間期は前年同期に比べ全

てのセグメントで営業利益が増加しました。増加の主な要因

は、欧州・北米・その他地域では需要の回復に伴い販売増が

寄与したこと、また日本やアジア（中国）では、世界需要の回

復による増産効果によるものです。日本は工場稼働率が上

昇したことにより前中間期の営業赤字から回復し、営業利益

率も大幅に改善しました。

全セグメントで営業利益が増加

※所在地別セグメントの営業利益率

△△ △ △△

△

△

△

△

△

日　本

欧　州

北　米

アジア

その他地域

△　４.４％

１１.２％

１.０％

１３.７％

７.１％

２００９年９月期

６.７％

１２.９％

５.１％

１２.９％

１４.４％

２０１０年９月期

８



■ 環境保全への取り組み

■ 環境に優しい３６Vリチウムイオンバッテリ園芸シリーズを発売

　本年４月、３６Ｖリチウムイオンバッテリを採用した園芸用機器シリ

ーズを発売いたしました。本シリーズは排出ガスを一切出さず、低

騒音で低振動のうえエンジン式に匹敵するパワフルさを兼備えて

おります。そのため、住宅地や公共施設、リゾート施設など周囲への

配慮が必要な場所での作業にも適しています。

　現在、園芸用機器は必要とされるパワーと可搬性からエンジン式

が主流ですが、当社は２ストロークエンジン製品に比べ有害排出ガ

スを大幅に軽減した４ストロークエンジン製品や今回発売いたしま

したリチウムイオンバッテリ製品など、今後も環境に配慮した製品

開発を続けてまいります。

トピックス

　当社は、生物多様性に配慮した幅広い地球環境保全活動に取り組

むことを環境方針の基本理念としています。

　環境負荷を軽減する取り組みの一例として愛知県にある岡崎工場

で使用された水は、工場内の浄化施設を経て、法令・条例に定められ

た基準を満たすだけでなく、矢作川沿岸水質保全対策協議会の指導

に基づき、さらに厳しい自主基準を設けて綺麗にした上で排水をして

います。このように川や海の水質を維持し、地域環境の保全に取り組

んでいます。

　また、当社は本年１０月、名古屋市において開催された生物多様性条

約第１０回締約国会議（ＣＯＰ１０）の趣旨に賛同し、当会議を支援して

おります。

【環境負荷軽減活動の一例】

CODの自主基準数値
　国の基準
　愛知県の条例
　社内基準
COD・・・Chemical Oxygen Demand

化学的酸素要求量。水の中に含まれる
主に有機物の汚れを数値化したもの。

未満

１６０mg/l
２５mg/l
１０mg/l

あいち・なごやサポーター 
株式会社マキタ 

９



■ グローバルネットワークの強化

▲充電式マルノコの体験風景

▲当社ブース

▲スイス新社屋

スイスのスタッフ 

▲サンクトペテルブルクのスタッフ

■ DIYショーに出展

　本年８月２６日から２８日にかけて千葉市の幕張メッセ国際会議場にて

『ジャパンＤＩＹホームセンターショウ ２０１０』が行われ当社は今年も出展い

たしました。これはＤＩＹに関する商品を一堂に集めた展示会です。今年は

４３８社が出展し、約８万人の来場者が訪れ、当社ブースにも多くのお客様に

足を運んで頂きました。

　当社ブースではお客様に製品を体験していただくコーナーを設け、特に

充電式マルノコ（ＨＳ３００ＤW、P.１１参照）は小型でありながらパワーがあり

驚かれていました。お客様に実際に製品を使用していただいたことで当社

製品をアピールする良い機会となりました。

　当社はプロ用工具の国際的総合サプライヤーとして、世界中のお客様に

長く安心して当社製品をお使いいただくためのネットワーク作りを推進し

ています。

　当中間期においては、本年６月にスイス販売子会社の新社屋を建築しま

した。新社屋では事務所・倉庫を拡張し、お客様のニーズに的確に対応でき

る体制を強化するとともに、製品展示や研修スペースを設けるなど、お客

様向けサービス向上につながる施設も充実しております。また、５月にはロ

シアにおいて国内第２の都市であるサンクトペテルブルクにアフターサー

ビスの拠点として駐在員事務所を開設しました。

　これからも業界No.１の販売・アフターサービス体制の維持・強化を通じて、

お客様満足度の向上と高いブランド力の構築に努めてまいります。

１０



充電式チェンソー
UC122DRF
コンパクトボディで高い機動性
18Vリチウムイオンバッテリを搭載

充電式マルノコ
HS300DW
世界最軽量1.4kg
「手ノコ感覚」で手軽に使え、
軽快な取り回しを実現

ランダムオービットサンダ
BO5041
可動式グリップが300°回転可能で
操作性抜群
パワフル300Wで研削能率アップ

細い釘も太い釘も自動切替
“可動式ドライバガイド”搭載

50mm高圧エア釘打
AN531H

13mmドリル
DS4011
消費電力750Wで
強力大径穴あけ
サイドグリップと
D型ハンドルで
しっかり保持できる

充電式クリーナ
CL102DW
紙パック式をラインアップ
新・フロントカバー採用で
ゴミ捨てがさらに手軽に！

充電式草刈機
MBC231DRD

★表紙の製品

集じん機
473/474P/475P
集じん容量を当社従来機比
25％アップの15Lに拡大
様々なニーズに応える
幅広いラインアップ

ボード用スクリュードライバ
6818SP（青）/6819SPB（黒）

業界最軽量1kg・最短269mmのボディを実現
作業の疲れを大幅に軽減

36Vリチウムイオンバッテリ園芸シリーズ
（P.9参照）
充電式ながら25mLエンジン刈払機と
同等のパワフルな使用感を実現

新製品ダイジェスト

（2010年8月現在、当社調べ）

（2010年9月現在、当社調べ）

１１



１２

株　　　主　　　名

合　　計

株式数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズ

株式会社三菱東京UFJ銀行 

日本生命保険相互会社

マキタ取引先投資会 

株式会社マルワ  

株式会社三井住友銀行

後藤昌彦 

野村信託銀行株式会社（投信口）

１０,１９３

８,６５９

４,２５２

４,２１３

４,０１３

３,９０４

３,６６９

２,９００

１,９８７

１,９５６

４５,７４６

７.２８

６.１８

３.０４

３.０１

２.８６

２.７９

２.６２

２.０７

１.４２

１.４０

３２.６７

株式の状況

■ 発行可能株式総数
■ 発行済株式の総数

■ 所有者別の状況

■ 大株主（上位１０名）
■ 株主数 １６,６６６名

４９６,０００,０００株

１４０,００８,７６０株（自己株式　２,２４９,０９１株を含む）

（２０１０年３月末との比較　１,３９４名増）
自己株式
（１.６％）
２,２４９千株

金融機関・証券会社
（３７.７％）
５２,７９６千株

その他
国内法人
（１２.１％）
１６,９８９千株

外国人
（３０.２％）
４２,２１３千株

その他
国内法人
（２.３％）
３７９名

金融機関・証券会社
（０.８％）
１３５名

個人・その他
（９４.５％）
１５,７４７名

外国人
（２.４％）
４０４名

個人・その他
（１８.４％）
２５,７６２千株

自己株式（０.０％）１名

株式数

株主数

（２０１０年９月３０日現在）

（注） 1. 持株比率は当中間期末の発行済株式の総数（自己株式を含む）を基に算出しています。 
２. ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズは、
ADR（米国預託証券）の受託機関であるザ バンク オブ ニューヨーク メロンの株式名義人です。 

３. 上記のほか、自己株式２,２４９千株を保有しています。 

１６,６６６名

１４０,００９千株

当社は、２００４年３月期に利益配分に関する基本方針を定めており、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向の３０％以上としています。ただし

特殊要因がある場合には、これを加減算した調整後の当社株主に帰属する当期純利益を基に配当額を決定いたします。また、自己株式の取得に

ついては、機動的な資本政策の遂行、資本効率の向上を通じた株主利益の増加を目的として、株価動向等を考慮した上で検討しています。

■ 利益配分に関する基本方針

■ 株価の推移 ２６,０００

２４,０００

２２,０００

２０,０００

１８,０００

１６,０００

１４,０００

１２,０００

１０,０００

８,０００

６,０００

（円）
６,０００

５,５００

５,０００

４，５００

４,０００

３,５００�

３,０００�

２,５００�

２,０００�

１,５００

１,０００
２００７年１月 ２００８年１月 ２００９年１月 ２０１０年１月

（円）

高値

始値
終値

安値

黒色：始値＞終値
白色：終値＞始値

高値

終値
始値

安値

東京証券取引所における
株価チャート

マキタの株価（左軸）

日経平均（右軸）



会社の概要

商 号

取締役社長

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

社外取締役

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

海外営業担当
兼海外営業本部長（欧州・中近東・アフリカ担当）
生産担当兼生産本部長
海外営業担当
兼海外営業本部長（米州・アジア・オセアニア担当）
開発技術本部長

国内営業担当兼国内営業本部長

品質本部長

購買本部長

生産本部長（中国工場担当）

管理本部長　

株式会社ジェイテクト代表取締役

後　藤　昌　彦
神　崎　康　彦
鳥　居　忠　良
堀　　　司　郎
加　藤　友　康
浅　沼　　　正
丹　羽　久　能
冨　田　真一郎
金　子　哲　久
青　木　洋　二
横　山　元　　

常勤監査役

常勤監査役

監 査 役

監 査 役

（公認会計士）

（弁護士）

山 添 俊 仁
久 恒 治 人
中 村 雅 文
近 藤 倫 行

■ 会計監査人

有限責任　あずさ監査法人（KPMGメンバーファーム）

取締役

監査役

■ 取締役および監査役

本社所在地 愛知県安城市住吉町３丁目１１番８号

〒４４６-８５０２

TEL ０５６６-９８-１７１１（代表）

ホームページアドレス　http://www.makita.co.jp/

創 業

設 立

資 本 金

主な事業内容

１９１５年（大正４年）３月２１日

１９３８年（昭和１３年）１２月１０日

２４２億５６１万円

電動工具、エア工具、園芸用機器、

家庭用機器等の製造・販売

連結子会社

工 場

従 業 員 数

４８社（国内２社、海外４６社）

主要な子会社

マキタ U.S.A.Inc.

マキタ（U.K.）Ltd.

マキタ・フランス SAS

マキタ・ヴェルクツォイク G.m.b.H.（ドイツ）

マキタ Oy（フィンランド）

マキタ・ガルフ FZE（アラブ首長国連邦）

マキタ・オーストラリア Pty.Ltd.

牧田（中国）有限公司

牧田（昆山）有限公司

国内２ヶ所

海外７ヶ所（中国２ヶ所、米国、ブラジル、英国、

ドイツ、ルーマニア）

連結１１,３６８人

単独 ２,８９０人

※

（注）久恒治人、中村雅文、近藤倫行の３氏は社外監査役であり、当社が証券取引所の
　　定めに基づき指定した独立役員です。

（２０１０年１０月１日現在）

（注）１.※印は代表取締役です。
　　２.横山元　氏は当社が証券取引所の定めに基づき指定した独立役員です。

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

国内営業本部長（東京営業部担当）

国内営業本部長（大阪営業部担当）

マキタ U.S.A.Inc. 責任者

ドルマー G.m.b.H.（ドイツ）責任者

購買本部副本部長（OEM・アクセサリー担当）

益　子　善　次
日　向　敏　夫
岡　本　　　啓
木　島　民　郎
横　山　　　修

■ 執行役員

１３



１４

株主メモ

事 業 年 度

定時株主総会

単 元 株 式 数

株主確定基準日

株主名簿管理人

同事務取扱場所

郵便物送付先

（電話照会先）

公 告 方 法

電子公告掲載アドレス

上場証券市場

ホームページを通じて、企業活動や製品に関する詳しい

情報をご覧いただけます。

【製品情報】

新製品のご紹介、電動工具、エア工具、ホーム用電動工具、

園芸用機器等の各種カタログのほか、電動工具を使って

できる工作特集や取扱説明書がご覧いただけます。

【企業情報】

当社の概要や沿革などがご覧いただけます。

【投資家情報】

業績の推移、決算情報、プレスリリースのほか決算発表予

定日などの情報をタイムリーに提供しています。

４月１日から翌年３月３１日まで

６月

１００株

１）定時株主総会、期末配当金　３月３１日

２）中間配当金　　　　　　　　９月３０日

中央三井信託銀行株式会社

〒１０５-８５７４　東京都港区芝三丁目３３番１号

〒４６０-８６８５　名古屋市中区栄三丁目１５番３３号

中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部

〒１６８-００６３　東京都杉並区和泉二丁目８番４号

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話　０１２０-７８-２０３１（フリーダイヤル）

取次事務は中央三井信託銀行株式会社の本店

および全国各支店ならびに日本証券代行株式会

社の本店および全国各支店で行っております。

電子公告

http://www.makita.co.jp/ir/index1.htm

国内：東京、名古屋　証券コード　６５８６

海外：米国ナスダック　証券コードMKTAY

【お知らせ】

１．住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座が

ないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関

である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

２．未払配当金の支払いについて
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

３．株主様のご住所・お名前に使用する文字に関してのご案内
株券電子化に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保管

振替機構（ほふり）が振替制度で指定していない漢字等が含まれている場

合は、その全部または一部をほふりが指定した文字またはカタカナに変換

して、株主名簿にご登録いたしております。このため、株主様にご送付する

通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられる場合がありますの

でご了承ください。株主様のご住所・お名前として登録されている文字に

ついては、お取引の証券会社等にお問い合せください。

４．配当金計算書について
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規

定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添

付資料としてご使用いただくことができます。なお、配当金領収証にて配

当金をお受取りの株主様につきましても、配当支払いの都度「配当金計算

書」を同封させていただいております。

＊確定申告をなされる株主様は、大切に保管してください。

■ ホームページのご案内

▲マキタ トップページ ▲投資家向け情報サイト
http://www.makita.co.jp/ir/index.htmlhttp://www.makita.co.jp/



第98期 中間期 

事業のご報告 

〒446-8502 愛知県安城市住吉町3丁目11番8号
Tel:0566-98-1711（代表）  Fax:0566-98-5580
マキタホームページ　http://www.makita.co.jp/


